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１．津波避難の考え方 
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■防潮堤、防災林や県道かさ上
げなどによる 津波減災 

◆避難のための道路や施
設整備 

■安全な内陸への集
団移転 

多重防御 避難 移転 
総合的な津波対策 



 

＜徒歩の場合＞ 

避難可能距離 

500m～900m 

避難施設 

地震発生後に

避難を開始す

るまでの時間 

避難可能時間 

（移動時間） 

高所への

避難時間 

15分 15分 15分 

自宅 

津波到達予想時間 45分 

避難可能時間 

（移動時間） 
高所への
避難時間 

 

＜自動車の場合＞ 

自宅 
避難可能距離 

5400m～7200m 

避難開始時間 避難可能時間（移動時間） 

15分 30分 

15分以内 30分(標準値) 

避難開始
時間 

避難可能時間 

（移動時間） 

15分(標準値) 15分 2 

「自分の命は自分で守る」 

①15分以内に避難開始、45分以内に避難完了(津波到達予想：45分程度） 

②原則徒歩による避難（自動車避難は限定する）  

１．津波避難の考え方 

15分 

地震発生後に
避難を開始す
るまでの時間 

避難の考え方 
平成24年度 学識経験者や地域住民で構成される検討委員会を設置 

避難行動シミュレーションに基づき、避難時間、避難方法、避難施設・
避難道路のあり方を検討 



東部道路法面の避難階段 

（5箇所） 

※NEXCO東日本で整備済 

避難道路の整備 

県道のかさ上げ 

海岸防潮堤・河川堤防等の再整備 

津波避難施設の整備 

１．津波避難の考え方 

避難場所の確保 
仙台港地区 
 

 民間ビル等の活用によ
り避難場所を確保する。 

県道塩釜亘理線以東 
 

 海岸公園等の整備にあ
わせ避難の丘等を整備
する。 

仙台東部道路 
  ～県道塩釜亘理線 
      （浸水予想区域） 
 

 東部道路の活用や
避難タワー、ビルを整
備して避難場所を確

保する。 

3 



4 

２．津波避難エリア 

東日本大震災の浸水範囲を踏まえ、避難が必要な区域として「津波避難エリア」を設定している。 

津波からの避難の手引き（第2版、H25.4） 

・大津波警報 
 エリアⅠ及びエリアⅡ 
  →  「避難指示」 
 
・津波警報 
 エリアⅠ  
  →  「避難勧告」 



確実に情報伝達するため、津波広報の多重化を図っている。 

津波情報伝達システム 
（屋外拡声装置） 

３．津波情報の伝達 

ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ 
消防車 
広報車 

（戸別受信装置） 

ラジオ 
テレビ 
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杜の都防災メール 
緊急速報メール 
(H24運用開始) 

市    

民 

危機管理室ツイッター 
（H27．1運用開始） 
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４．周知・啓発「津波からの避難の手引き」 

避難エリア、避難場所等を周知するため、市内全世帯に配布しているほか、ホームページや駅等
に置くなどして、周知を図っている。 

平成23年10月  

    暫定版 発行 

平成25年4月     

     暫定版第２版 発行 

 



まち歩き 
（自分たちのまちの状況を確認） 
・避難場所、経路等の状況 
・避難場所までの所要時間 
・避難の妨げの把握 
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ワークショップ 
 （住民、行政、専門家等が参加） 
・浸水想定区域の確認 
・避難場所、経路の検討 
・危険個所の情報共有 
・災害時要援護者等の把握 

４．周知・啓発（地域の避難計画づくり） 

若林区藤田町内会 若林区笹屋敷町内会 

地域主体による地域の実情に応じた津波避難計画の作成を進めている。 
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４．周知・啓発（避難訓練、搬送訓練） 

仙台市総合防災訓練 

（仙台東部道路の避難階段） 
岡田地区町内会連絡協議会訓練 

（岡田小学校） 

６月１２日 県民防災の日 

           （１９７８年宮城県沖地震） 

９月１日  防災の日 

           （１９２３年関東大震災） 

１１月５日 津波防災の日 

           （ １８５４年安政南海地震） 

 

※６月、９月、１１月（防災・減災強化月間） 

地域ごとの避難計画に基づき、実践的な訓練を継続して実施している。 

避難訓練 

搬送訓練 

（岡田小学校） 



〇避難施設仕様 

 ・ＲＣ造又は鉄骨造、６ｍ以上に避難スペース 

 ・屋外階段、スロープ付き 

 ・収容人数：１００～４００人程度 

○設備、備品等 

 ・備蓄品：水、食糧、毛布、簡易トイレ、発電機等 

 ・ソーラー照明や防災行政用無線を整備 

 ・周囲に誘導サインを整備 
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５．津波避難施設整備 

かさ上げ道路より以西の浸水想定エリアに避難施設を新たに13か所整備する。 

タワー型：６カ所 ビル型（消防団施設併設）：５カ所 

（例） 


